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第２回農林ワーキング・グループ 

議事概要 

 

 

１．日時：平成30年10月30日（火）12:00～13:20 

２．場所：中央合同庁舎第４号館12階共用1208特別会議室 

３．出席者： 

（委  員）大田弘子（議長）、金丸恭文（議長代理）、飯田泰之（座長）、 

新山陽子、林いづみ 

（専門委員）齋藤一志、藤田毅、三森かおり、渡邉美衡 

（政  府）中村内閣府審議官 

（事 務 局）田和規制改革推進室長、窪田規制改革推進室次長、 

福島規制改革推進室次長、小見山規制改革推進室参事官 

（ヒアリング出席者）株式会社ナイルワークス：柳下代表取締役社長 

株式会社ナイルワークス：田谷取締役執行役員 

東京大学先端科学技術研究センター：井上特任研究員 

一般社団法人日本ドローンコンソーシアム：伊東事務局長 

一般社団法人農林水産航空協会：齋藤会長 

一般社団法人農林水産航空協会：五月女常務理事 

農林水産省：小川大臣官房審議官（兼消費・安全局） 

農林水産省：沖消費・安全局総務課長 

農林水産省：松岡消費・安全局植物防疫課長 

農林水産省：安岡消費・安全局農産安全管理課長 

農林水産省：信夫大臣官房政策課長 

総務省：荻原総合通信基盤局電波部移動通信課長 

国土交通省：髙野航空局安全部長 

国土交通省：平井航空局安全部運航安全課長 

国土交通省：甲田航空局安全部航空機安全課長 

４．議題： 

  （開会） 

   ドローンに関する規制制度の現状、更なる利活用に向けた取組・検討状況について 

   （（一社）農林水産航空協会・農林水産省・総務省・国土交通省からのヒアリング） 

  （閉会） 

 

５．議事概要: 

○小見山参事官 それでは、第２回「農林ワーキング・グループ」を開催いたします。 
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 本日は、大田議長、金丸議長代理が出席です。 

 長谷川座長代理、本間専門委員は所用により欠席でございます。 

 それで、ここからは、飯田座長に司会進行をお願いいたします。 

 よろしくお願いいたします。 

○飯田座長 ありがとうございます。 

 それでは、本日の議題に入ります。 

 議題は「ドローンに関する規制制度の現状、更なる利活用に向けた取組・検討状況につ

いて」です。 

 第１回農林ワーキング・グループに御参加いただいた有識者の方にお声がけをし、今回、

御出席がかないました、株式会社ナイルワークス柳下代表取締役社長、田谷取締役執行役

員、東京大学先端科学技術研究センター特任研究員であり、一般社団法人日本ドローンコ

ンソーシアム農林部会長の井上様、同じく、一般社団法人日本ドローンコンソーシアム伊

東事務局長に御出席をいただいております。 

 本議題については、これまでの議論において、農林水産航空協会における機体・オペレ

ーターの認定に関するお話が議題に上りました。 

 そこで、本日は、一般社団法人農林水産航空協会様に、機体の性能確認に関する取り組

み状況、ドローンの利活用促進に向けた取り組みについて御説明いただきます。 

 また、前回の会合で株式会社ナイルワークス様より、ドローンを飛行させる者に対する

10時間以上の飛行経歴要件、使用における通信システム、農薬に関する規制について御提

案がなされたところです。 

 これら提案に基づき、現時点での検討状況等について、農林水産省、総務省及び国土交

通省より御説明をいただきます。 

 よろしくお願いいたします。 

 では、初めに農林水産航空協会様より御説明いただきたいと思います。 

 では、よろしくお願いいたします。 

○齋藤会長 農林水産航空協会会長の齋藤でございます。よろしくお願いいたします。 

 きょうの資料の説明は、常務理事の五月女のほうから説明をさせていただき、御質問等

は、私がお答えするという形をとらせていただきたいと思います。 

○五月女常務理事 では、早速、お手元に用意をしていただきました説明資料にのっとっ

て、説明をさせていただきます。 

 まず、１ページ目を開いていただきまして「１ 協会が行う登録認定等機関としての業

務」ということでございますけれども、私ども当協会は、平成29年７月１日付で農林水産

省の指導指針に基づきまして登録認定等機関として登録され、空中散布に用いる無人航空

機に関する以下の業務を行っている次第であります。 

 御存じのとおり、平成27年航空法が９月に改正され、12月10日に施行されました。それ

以前までは、私ども無人ヘリコプターを利用して、同作業を実施していたということで、
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指針のほうも、新しい指針ではなくして、無人ヘリコプター利用技術指導指針という指針

の中で、同様な作業を行ってきたわけでございます。 

 それで、航空法が改正した後に、無人ヘリコプター利用技術指導指針にかわる空中散布

等における無人航空機利用技術指導指針が制定されました。 

 それで、７月１日に私ども農林水産航空協会が登録認定等機関として登録されたという

ことで、登録認定等機関の役割、仕事として（１）の無人航空機のオペレーターの認定等

に関する業務を行ってきております。 

 また（２）番目としましては、無人航空機及び散布装置の性能確認、登録及び定期点検

に関する業務を実施してきたわけでございます。 

 また、実際に農薬を散布するに当たりましては、国交省のほうに許可・承認をいただく

ということがございまして、それを私ども、当協会が代行申請をしているわけでございま

すが、その根拠になっているのは、指導指針の空中散布の実施という中の、航空法に基づ

く許可・承認の申請という項目がございまして、その中で作業をさせていただいておりま

す。 

 これには、空中散布等を目的とした無人航空機の飛行に関する許可・承認の取扱いで、

国土交通省航空局長並びに農林水産省消費・安全局長、両局長通知、二局長通知とも言わ

れておりますけれども、その中で、私ども登録認定等機関としての私ども協会が代行申請

をできるということになっており、その中で、お仕事をさせていただいてきたということ

になります。 

 ２ページ目なのですけれども、農業分野におけるマルチローター式小型無人航空機の活

用の実態ということを、私どもが性能確認を行ってきた機種、オペレーター数、それから、

登録した機体の数について御説明をさせていただきたいと思います。 

 性能確認を行った機種でございますけれども、これは、次の３ページのほうに細かく、

会社名、機種名、どういうような農薬散布をするときに、利用できる散布装置が御用意で

きているかということの概略を載せさせていただいております。 

 それで、平成30年９月末現在におきまして、性能を確認した機種としては11社、16機種

ということになります。 

 それと、認定したオペレーター数でございますけれども、4,323名ということで、平成30

年９月末日の数字でございますが、それを平成28年９月末日の数字171名と比較して見ま

すと、25倍ほどの成長をしています。 

 それから、機体数につきましては、1,349機登録をさせていただいておりまして、これを

平成28年９月末日の数字、89機と比較しますと、15倍ほどの伸びを示しているところでご

ざいます。 

 次に、マルチローター、いわゆるドローンによる散布の実態でございますけれども、面

積等につきましては、私ども協会のほうで把握してございませんので、農林水産省の速報

値で見てみますと、平成29年度の速報値で8,299ha、これを28年度農林水産省でお調べにな
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った速報値の684haと比較しますと、10倍強の伸びを示しているところでありました。 

 ３ページ目につきましては、先ほど申し上げましたものを表に載せているということな

ので、細かい説明は割愛させていただきます。 

 次に、自動操縦機能、カメラを持つマルチローターの機体の性能確認に関する取り組み

状態でございますけれども、私どもとしましては、マルチローターの自動操縦機種につい

ては、当協会では性能確認を行っていないということでございます。 

 今後のマルチローター機種の性能確認の取り組みにつきましては、農林水産省とのかか

わり合い等につきまして指導を受けておるということなので、その指導を踏まえて検討し

ていきたいと考えております。 

 次に、カメラの関係が５ページ目でございますけれども、カメラは、現状の小さなマル

チローターに取りつけるということはバランス等々の問題があり、取りつけ位置によって

大きく性能に影響がある場合がある。 

 このため、性能確認の際にカメラを搭載して試験をする。それで、飛行の安定性、農薬

分散性を確認するということになります。 

 それから、性能を確認された後の機種へのカメラの取りつけでございますけれども、こ

れにつきましても、飛行の安定性、それから、農薬の分散性等に悪影響がないということ

を確認することが必要だと考えておる次第でございます。 

 次に６ページ目でございまして、農業分野におけるさらなるマルチローターの利活用の

推進に向けた取り組みでございますが、私ども平成30年度の農林水産省の補助事業を受け

まして、協力メーカーの協力を得まして、①、②というような作業を実施しています。 

 不整形のほ場、棚田での水稲、野菜、果樹等への多様な作物での自動操縦の試験。大粒

の肥料、水稲コーティング種子の散布性能に関する試験等々、こういうようなものを取り

まとめ、機体、散布装置の操縦方法に関する提言をまとめていきたいと考えておるところ

でございます。 

 最後に、その他なのですが、利活用については、安全対策の徹底が必要だということで、

私ども安全対策マニュアルを作成し、全てのオペレーターに対して配付し、安全対策の徹

底を、都道府県協議会とリンクして、農薬の適正使用を図ってまいっておる次第でござい

ます。 

 簡単ですが、以上です。 

○飯田座長 ありがとうございました。 

 続きまして、農林水産省より御説明をお願いいたします。 

○小川大臣官房審議官 皆さん、こんにちは。 

 農林水産省消費・安全局を担当しております、小川でございます。 

 資料の２を用意させていただきました。 

 表紙をめくっていただきますと、１枚紙が入っていると思います。 

 先ほど、座長からも御紹介のございました、ナイルワークス様からいただいている提言
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に対しての対応ということで、我々のほうでは２点ございます。 

 １点目が、ドローンで使用できる使用方法の拡大ということで、御提案のほうが左側の

ほうに書いてございます。 

 ドローンで使用できる農薬を拡大するため、我々のほうでは、ドローンの散布性能を踏

まえまして、昨年12月、使用方法が散布で登録されている農薬、これは、もし、御存じな

い方がいらっしゃるかもしれませんので、少し補足いたしますと、いわゆる殺虫剤、殺菌

剤ですね。育てている作物を害する虫を殺すためでございますので、そこにかけるという

ことで、散布で登録されている農薬について、ドローンでも、そのまま使用できますよと

いうことを通知で明確化させていただきました。 

 他方、農薬の使用方法のうち、これも読み方が特殊ですが、湛水散布、落水散布、茎葉

散布、雑草茎葉散布で登録されている農薬、これは、先ほど申し上げました殺虫剤と異な

りまして、今度は、作物を害する雑草に対してかける。そういう意味では、作物にかかっ

たら枯れてしまうということでございますけれども、そういった除草剤について登録され

ている使い方でございますが、これについては、ドローンで使用できないという御指摘を

いただいたところでございます。 

 右側のほうで検討している中身を説明申し上げますが、１点目は、先端技術の情報提供

に努めて、利用拡大を図っていきたいということが要約でございますが、最初の○でござ

います。散布以外、いわゆる殺虫剤以外で登録されている除草剤農薬が主になりますけれ

ども、これは、的確に可能であれば、ドローンを散布機器、これも皆さん、映像で見たこ

とがあるかもしれませんが、噴霧器ですとか、あるいはトラクターに引かせてブームスプ

レーヤー、長い枝がついているようなものがありますけれども、そういった散布機器の１

つとして選択することは制限しておりません。 

 ここの注がついております、的確に散布可能というのは、先ほど申し上げましたように、

例えば、雑草茎葉散布でございますと、農作物に農薬がかからないよう、雑草だけをター

ゲットにするということが必要だということでございます。 

 同時に、これは、このドローンが典型だと思いますけれども、次々に新しい技術が開発

されて、性能が向上してくる。 

 そういったことで申し上げますと、農業者が常時、その進展度合いを把握することは困

難ということでございますので、この散布技術につきまして、メーカーさんからの要望が

あれば、中立的な立場で評価・確認して、わかりやすく情報提供をしていく。こんな技術

が使えるようになりましたということを提供していきたいということです。 

 そういったことによって、ドローンによる農薬散布の推進をするということで、先ほど

上がってきました湛水散布、落水散布等で登録されている農薬を対象として、こういう使

い方をすれば問題ないですよと、除草剤として、ちゃんと雑草を殺せますよということで、

農水省において必要な注意事項を定め、これは、当然使えることが前提になっていますけ

れども、ドローンでの使用をさらに進めていくといった形で検討をしております。 
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 もう一点いただいておりますのが、農薬の希釈倍数の変更でございます。 

 左側が御提案でございまして、希釈倍数変更の適用拡大登録にコストがかかるため、ド

ローンで利用できる農薬の種類がふえないということでございます。 

 右側に検討方向を書いてございます。 

 ドローンに利用できる農薬を早期に拡大できるようにするため、ドローンに適した高濃

度・少量散布に必要な薬害試験、これは、濃度が濃くなりますので、濃いのがぽんと当た

りますので、そこで薬害が問題ないかということで、薬害試験を必要としております。 

 他方で、残留基準がございますので、残留試験が必要ということですが、それぞれ簡略

化していく。 

 具体的に申し上げたほうがよろしいかと思いますので、薬害の部分につきますと、例え

ば、これまで畑にまいて確認をしていたものを、もうポットでいいではないかと、要は、

作物自体は同じでございますので、そういったことでコストの低減を図る。 

 残留作物試験でございますが、非常に要約して申し上げますと、１つの面積に有効成分

を同量まくのであれば、残留という観点でいけば変わらないという論理に立てば要らない

のではないかということで、圧倒的なコスト低減というものを図っていきたいと考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○飯田座長 ありがとうございました。 

 農薬に関しては、事務局より補足の説明をいただきたいと思います。 

○小見山参事官 横長のパワーポイント１枚紙の「事務局説明資料」に基づいて農水省の

説明に若干補足をさせていただきたいと思います。 

 これは、大田議長から、実態を愛媛県などにヒアリングをして話を聞いてみたらという

サジェスチョンを受けたもので愛媛県からのヒアリングに基づいて、作成したものであり

ます。 

 かんきつの分野では、今、農薬名が上の２つございますけれども、この上の２つに関し

て、地上散布と無人航空機散布が認められているということでございます。 

 この地上散布に関して、農薬取締法に基づく使用液量の表示と希釈倍数の表示がされて

いるわけでありますが、今、小川審議官から説明があったとおり、ここからどれだけの有

効性分というのが、単位面積当たりにまかれているかということが重要になってくるので

はないかと。 

 それを地上散布、無人航空機散布の基準ごとに調べてみたというのが、この表でござい

まして、１個目のジマンダイセン水和剤というのは250～1,167、これは、無人航空機散布

で見ても、その枠内に入る800という数字になっていますし、アドマイヤーフロアブルに関

しては40～350という地上散布の基準に関して、その枠内に無人航空機に関しても、アブラ

ムシに関しては250と、ゴマダラカミキリについては125という形で、その間の数字に入っ

ているということでございます。 
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 ポイントでございますが、先ほど地上散布用の登録されている農薬については、ドロー

ンでもそのまま使用できるという御説明がありましたけれども、地上散布用の農薬という

のは、多くの使用液量を前提に高い希釈倍数を義務化しているため、ドローン散布には適

さないということでございます。希釈倍数の変更が必要だということです。 

 また、かんきつに使用可能なドローン用の農薬に関しては２種類しかない。愛媛県から、

これを32種認めてほしいという要望もあります。 

 また、愛媛県のほうからは、先ほどお話がありましたけれども、薬剤の投下量について、

再度残留試験を行うというのにコストがかかるということに関しては、非常に問題ではな

いかという指摘がありました。 

 以上、補足まで。 

○飯田座長 続きまして、総務省より、御説明を願います。 

○荻原移動通信課長 総務省の移動通信課長の荻原と申します。よろしくお願いします。 

 資料３に基づいて「携帯電話の上空利用に向けた取組について」というタイトルでお出

ししておりますが、ドローンを携帯電話のネットワークを活用して制御するということに

ついての検討状況だと御理解をいただければと思います。 

 表紙をめくっていただきまして１ページ目でございますけれども、右側にございますよ

うに、ドローンを携帯電話のネットワークを活用して利用したいというニーズは、やはり、

無線LANでは届く距離に限界があるということで、以前よりニーズはございました。私ども

も従来より検討を進めてきているところでございまして、何が検討のポイントになるかと

いうのを上の左のほうに絵でまとめております。 

 携帯電話の周波数の使い方なのですが、同じ周波数の電波を近くで使いますと、無線通

信の場合、混信して利用できなくなります。 

 このため、このポンチ絵では、周波数f1、f2、f1というふうに、色はオレンジと青とオ

レンジで色分けしていますけれども、同じ周波数を隣では使うことができませんので、ほ

かの周波数を何カ所かで使って、離れたところで、もう一回同じ周波数を繰り返し利用す

るというような形でエリア整備をしているところです。 

 これは、地上で使った場合に、左側の基地局Ｃのf1の電波と、基地局Ａのf1の電波、同

じ周波数なのですけれども、f2が間に入っていることによって干渉しないということなの

ですが、これは、あくまでも地上で検証した結果、繰り返し利用ができるということで、

携帯電話のエリア整備がなされています。 

 ただ、これをドローンで、上のほうに書いてありますけれども、上空で同じように端末

を持っていって使った場合、ビルですとか、木ですとか、障害物が一切なくなることにな

りますので、基地局Ｃのf1の電波で通信していたドローンは、基地局Ａのf1の電波とも通

信を行ってしまって混信を起こしてしまうというような問題が指摘されております。 

 御承知のように、携帯電話は、今、緊急通報をするための手段ですとか、災害のための

通信手段として極めて重要性が指摘されておりますので、こういったところで、安定した
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通信の確保という観点から慎重な検討が必要だということだと認識しております。 

 下のほうに制度改正の取り組みということで、ただ、そうは言ってもドローンの新しい

ニーズに、我々としてもぜひ応えていきたいということで、地上の携帯電話に影響を及ぼ

さない範囲で、飛行台数をちゃんと管理して使用を認めるということで、実用化試験局制

度というのを2016年４月に導入しております。 

 これによりまして、KDDIとNTTドコモが、実用化試験局としてドローンを上空で飛ばすと

いうことができるようになりまして、それを活用したサービスを提供しているということ

でございます。 

 今後の予定といたしまして、一番下に書いてございますけれども、その後、さらにいろ

いろ動きが出ておりまして、国際標準の場でも、3GPPという場なのですが、国際標準が2018

年、今年の６月に成立しております。 

 こういった動きも踏まえまして、私どもとしては、ドローンをどのくらいの高さまで、

携帯電話のネットワークに影響なく使えるかということを、今年度中に技術試験を実施す

る予定としておりまして、その検証結果に基づいて、できるだけ速やかに2019年度には制

度改正をやって、できるだけドローンを使う自由度を上げていきたいということを考えて

おります。 

 ２ページ目でございますけれども、国際標準の中で、携帯電話のネットワークを使って

ドローンを制御することについて、どんなことが注意点として挙げられているかというこ

となのですけれども、①、②、③ということでまとめております。 

 １つは、まず、地上で使う携帯電話の端末なのか、それともドローンなのかというのを

しっかりネットワーク側で判別できるようにするということが１つ。 

 その上で、ドローンと基地局が、②と③をあわせて説明をしますが、基地局とドローン

が通信をしまして干渉をしないように電波を調節する。こういった機能をそれぞれ設けて

いくということで実現できるのではないかと、国際標準としては、そのような提案がなさ

れております。 

 こういった標準のもとで、どういった条件で実際に運用できるのかというのは、先ほど

申し上げたように、今年度、技術的実証をしてまいりたいと思っております。 

 ３ページ目でございますけれども、局種について、若干、簡単に御説明をさせていただ

きます。 

 今、携帯電話は、真ん中の列の陸上移動局に相当しております。これは、電波法におき

まして、携帯電話、陸上移動局の通信の相手方は基地局と定められておりまして、移動範

囲というのは、ここに書いてありますように陸上、ただし、括弧書きで、河川、湖沼、そ

の他これらに準ずる水域を含むというのが制度上決まっております。 

 実用化試験局として設けました制度でございますけれども、右下にございますように、

移動範囲を上空も含むとしておりまして、これによって、実用化試験局で利用が可能にな

っているということでございます。 
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 説明は、以上です。 

○飯田座長 ありがとうございました。 

 続きまして、国土交通省より、御説明をお願いいたします。 

○髙野航空局安全部長 ありがとうございます。 

 国土交通省航空局安全部長の髙野と申します。 

 私どもからは、無人航空機を飛行させる者に対する基本的な基準として10時間以上の飛

行経歴というのをお願いしているのですけれども、高いレベルの自律飛行ができるのであ

れば、そういうのは要らないのではないかという御指摘、御要望だと思います。 

 まず、最初に事実関係を御説明しますと、最初の２つのポツなのですけれども、無人航

空機の飛行に関する許可・承認の審査要領というものを我々は設けておりまして、一般的

なルール、一般的な基準として「飛行を予定している無人航空機の種類別に、10時間以上

の飛行経歴を有すること」という基準を設けています。 

 これは、当時の無人航空機業界などの業界基準を参考に10時間以上というのをつくらせ

ていただいたということであります。 

 現状を申し上げますと、多分、いろんな機能を持ったドローンなり無人航空機というの

が出てきていまして、自動操縦であったり、飛行経路をプログラムして飛ばすというよう

な機体も、もちろん出てきていますが、我々の理解の範囲では、現行の、そういった無人

航空機は、完全自律飛行ができるレベルには、多分至っておりませんで、操縦者の介入が

少なからず求められるのではないかということで、そういった機体の許可・承認をさせて

いただく際にも、操作への習熟度合いであるとか、経路設定、不具合対処、運航の安全と

か、機体システムへの習熟度合いも担保するために、一定の飛行経歴を求めているという

のが実態であります。 

 多分、より高いレベルの自律飛行を実現できるのであれば、操縦の方に高い操縦スキル

が必要ないのではないかという御要望だと思いますが、こういった10時間以上の飛行経歴

というのは、基本的な基準ではあるのですけれども、同じ許可・承認の審査要領では、そ

ういった基本的な基準を満たさない場合であっても、機体、操縦者、運行体制とあわせて

総合的に判断して、安全が担保されると判断できる場合は、飛行の許可・承認を行うとい

うことが書いてございまして、実際に、10時間以上の飛行経歴を有さない方の場合の許可・

承認というのもやっている実績はあります。 

 ただし、それは、自動飛行とかということではなくて、例えば、実際に人口集中地区で

操縦練習がしたいと、全く飛行経歴のない方の訓練のための飛行とかです。そういった場

合は、一定の安全対策を講じて、10時間未満でも、今まで許可をしてきていますし、そう

いった柔軟な運用をしてきているところであります。 

 御要望の高度な自律飛行が実現した場合という状況については、実際、農場で飛行させ

る方の実態であるとか、メーカーの方の御意見であるとか、実際に機体の自律レベルの技

術進展などを総合的に判断して対応していきたいということだと思います。 
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 実際に、どれぐらいの信頼性があって、どれぐらいの自律レベルが実現できているかと

いうことに、多分よるのだと思いますので、そこは柔軟にお話を伺いながらやっていくと

いうことであろうと思います。 

 以上です。 

○飯田座長 ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの御説明について、御意見、御質問がありましたらお願いいたしま

す。 

 今日は、せっかくオブザーバーの方にいらしていただいていますので、まずは、ナイル

ワークスの柳下社長から農林水産省等について御意見を先にいただければと思います。 

○柳下代表取締役社長 ナイルワークスの柳下と申します。よろしくお願いします。 

 順番にコメントをさせていただきます。 

 まず、農水協様の御説明なのですけれども、基本的に勘違いされています。まず、ドロ

ーンに関して許認可権を持っているのは国土交通省のみであり、農林水産省はドローンに

関して許認可権限は持っていません。ですから当然、農林水産省の局長通知で、登録認定

等機関というものに指定されたからといって、許認可権限が持てるわけではない。あくま

でも私的な認定行為であるということを御理解いただいていないようなので、再度指摘し

たいと思っています。 

 それから、現実には、その私的な認定行為が、あたかも法的な認定行為であるかのよう

に、一般の農家にはとられている。そこが問題である。農水協には何も権限がないにもか

かわらず、認定行為を法的なものだと農家は勘違いしている。 

 もちろん、農林水産航空協会という団体が私的な認定行為をするというのは、日本国民

としての普通の権利として持っているわけですけれども、何も法的な裏づけがない単なる

私的な認定行為ですから、農家に対して「免許を取らないと飛ばしてはいけない」、ある

いは「認定がないと法律違反になります」という印象を与えたとしたら問題である。もし、

仮に故意にそういう言い方を農家にしたとして、その農家がそれを信じてスクールに行っ

て認定を取ろうとお金を払う。そのお金の一部が認定料として農林水産航空協会に行く、

これは詐欺的だと思います。 

 ですから、あくまでも、これは私的な認定行為であって、決して法的に義務づけられた

ものではないということをよく説明をして理解しておいていただきたい。これを説明せず

にやったとしたらいけません。 

 次に、農林水産省の小川審議官から御説明をいただいた点なのですが、私も希釈倍数に

関しては作残試験に関して緩和することによって、大幅な登録薬剤の拡大が進むだろうと

思っていますので、方向性としては、非常にいい方向に進んでいると考えています。 

 ただ、希釈倍数に関して、愛媛県からの要望もあったと思うのですけれども、実際には、

散布をして数秒間の間に水は蒸発するのです。気温や湿度やまき方によって、100倍に水で

薄めようが、1,000倍に薄めようが、水は蒸発し有効成分量は数秒間で大きく変化します。 
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 散布の仕方によっては、それだけ大きく違うものですから、農薬の原液の単位面積当た

りの密度が同じならば適用拡大は試験なしで認めるという方向性がいいのではないかと思

っています。 

 それから、総務省様なのですけれども、総務省様の御説明の中で実用化試験局という話

が出ました。我々は、一昨年に実験無線局として申請して実験をさせていただきました。 

 実験無線局の実証機関では、高い高度のときだけ問題が出ていたはずなのです。低い高

度のときは、問題は出ていない。 

 電波法の趣旨からして、電波の規制は、空間によって分けているものなのです。電波法

の趣旨は、陸上と海上と航空という形で空間を分けているのであって、陸上というのが、

地面に足がついているとか、ついていないというのを分けたものではない。 

 農業の場合は、ドローンの高度はせいぜい上がって３メートルです。基地局よりも高い

位置を飛ぶわけではないのです。 

 あくまでも高さとして３メートルというのは陸上であるということで、現行法のまま使

えるという認識でいます。 

 それから、実用化試験局で対応するとおっしゃいましたけれども、実際、総務省様の御

紹介で、携帯キャリアと話をしているのですが、実用化試験局の申請事例そのものが少な

い。ですので、100機分のドローンで申請するのにコストがどのぐらいかかるかもわかりま

せん。申請してから、通常、総務省が許可を出すまでに１カ月かかるので現実的ではない

と言われました。 

 １件の申請で１カ月かかるようなものを、今年100件やるのですかと。ですから、間に合

いませんよと言われています。というので、実用化試験局があるからいいだろうというよ

うなお話だったのですが、とてもそんなものではないと思っています。電波法の解釈を改

定いただきたいと思っています。 

○飯田座長 ありがとうございます。 

 続けて、ドローンコンソーシアム様からも御意見をいただいて、まとめて御返答いただ

こうかと存じます。 

○伊東事務局長 それでは、日本ドローンコンソーシアムのほうから少し発言をさせても

らえればと思います。 

 まず、農薬散布に関しましては、今回の取り組みの方針を受けまして、非常に私どもの

ほうでは評価をしているところでございます。 

 やはり、現段階におきまして、使える農薬が少ないと、その中で、積極的にこれは取り

組んでいただきたい。１つお願いでございます。 

 もう一つ、これは、技術的な課題なのですが、恐らく、これからスマート農業化を進め

ていきますと、今度、部分散布、こういったことも必要になってきます。そのときに、部

分散布を行うための技術的な課題とかルール、このあたりも取り組んでいただきたいとい

うのが、２つ目の発言です。 
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 次に、通信についてですが、先ほど、ナイルワークス様からも発言がございましたが、

低高度に関しましては、基本的には影響がないと思うのです。そういった中で、部分的に、

そういったものに関しましては緩和をしていく。 

 一方で、通信に関しましては、物流分科会とか、第三者上空の飛行に係る検討会のほう

でも議論をされておりますが、基本的には、こういった技術を使っていかなければいけな

いということで、ほかの委員会とかでも議論をされています。他の検討会・委員会での協

議状況も把握し、早期に取り組んでいただきたいと思っております。 

 先ほど、2018年、2019年の計画を御説明いただきましたが、積極的に、そのあたりも取

り組んでいただきたいと思っております。 

 以上です。 

○飯田座長 ありがとうございました。 

 どうぞ。 

○井上特任研究員 少し補足させていただきます。 

 「ドローンで使用可能な農薬の拡大に向けた取組」という資料にかかわることで、２つ

あるのですけれども、１つは「例えば、『雑草茎葉散布』では」と注釈がついているので

すけれども、これは、相当な超局所散布になると思うのです。 

 実際には、雑草だけまくなどということは非常に難しい話ですし、選択性のある薬剤を

使えば、要するに作物は大丈夫だけれども、雑草だけに効くということも十分あり得ます

ので、そういうことも考慮しながら使用できるものを拡大するといったことを進めていた

だければと思います。スマート農業では、特に局所散布なども視野に入れて進めておりま

すので、それが１点。 

 もう一つは、前回、地域協議会との情報の共有といったようなことも論点になっていた

かと思うのですが、やはり、ドローンを飛ばすときに国交省の許可だけで、あとは何もな

いという状況というのは、非常にリスクが大きいという面もあると思うのです。 

 やはり、農水省としては、農薬安全使用上の観点で、問題が起こるのは現場ですから、

使用についての情報を把握しておくといいますか、共有しておく、農水省はもちろんです

し、自治体とか、地域、現場に近いところ等、もちろん、国交省からの情報を共有すると

いうことが必要なのではないかと思っています。 

 その２点です。 

○飯田座長 ありがとうございます。 

 では、御説明いただきました順番で、農林水産航空協会様から、主にナイルワークス様

からの疑問点の提示について、お話しいただければと思います。 

○齋藤会長 お答えいたします。 

 大切な時間ですので、手短に御説明いたしますけれども、そもそも高濃度少量散布とい

うのは有人ヘリコプターの時代、さかのぼれば、40年前からやっている技術でございまし

て、ある意味では、効率を狙ったところはございますけれども、やはり、地上で1,000倍で
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まいているのを、同じ製剤を10倍だ、８倍だとまくにはリスクがあると、私ども経験上考

えております。 

 したがいまして、使用に当たっては、やはり、それなりの知識を持った人間がやらなけ

ればならない。農薬、1,000倍でまくものを８倍、10倍でまくということで、先ほど、御説

明がありましたように、薬害等の問題、場合によっては、均一な散布ができなければ、あ

る作物に大量にかかるというようなことだって、我々は、ボタ落ちと言っていますけれど

も、均一の粒子にならないでまいてしまったら、その作物は、もう終わりだということに

なってしまいます。 

 したがって、我々は、それをまく装置について、当然、飛行させるわけですから、その

飛行の散布装置をつけて、農薬が均一にまけるような技術というものをずっと有人ヘリで

やってまいりまして、平成３年に無人ヘリというのが実用化されたときも、それを利用し

て広めてまいったと。 

 それで、新たにドローンというものが出てきましたので、我々の知見や技術がお役に立

てるのではなかろうかといって、我々、仕事をしてきたわけで、農林水産省様のほうから

認定団体と、こういう取り組みでやってくださいということになったので、先ほど説明し

たような体制でやらせていただいているということでございます。 

 食の安全というのは、非常に大切でございます。我々は農家に対して説明できる技術と

いうものを広げていかなければならないと考えております。 

 以上でございます。 

○飯田座長 では、ちょっと重ねてなのですけれども、ナイルワークス様からの質問で言

うと、いわゆる代行申請の団体というのは、別段、農林水産航空協会を通す必要がないと

いう状況ですので、それを、例えば、公的な団体であると誤認させることがないようなシ

ステムの取りつけと言いますか、たてつけが必要だという趣旨だったかと思うのですけれ

ども、ナイルワークス様、いかがでしょうか。 

○柳下代表取締役社長 とにかく農林水産航空協会が、あたかも国の許認可権限を担って

いる団体かのように捉えられているという現実がある。それを解消するような努力を農水

省もすべきだし、農水協様もすべきだと考えている。だから、国交省の許可・承認を取り

さえすれば、農業用のドローンを取り扱っても何ら問題はないということをきちんと説明

すべきだというのが、私の意見です。 

○飯田座長 では、農林水産省様からお願いできますか。 

○松岡植物防疫課 農林水産省植物防疫課でございます。 

 ただいまの件は、資料の中で、技術指導指針ということで紹介がありましたけれども、

農林水産省が出している空中散布における無人航空機利用技術指導指針ということに基づ

いて、農林水産航空協会がオペレーターの技能講習ですとか、機体の性能確認をやってお

ります。この通知の中では、そういった御指摘のようなことを踏まえまして、まず、機体

やオペレーターについては、登録認定等機関ということで、航空協会だけではなく、そう
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いったことをやりたい団体があれば、登録をいただけることになっております。現に、機

体の性能確認で１つ、オペレーターの技能認定で、申請が上がってきているところで、今、

その承認の審査をしているところでございます。 

 それから、登録認定等機関を通して代行申請ということができるようになっております

けれども、この技術指導指針の中では、誤解を招かないように、飛行の許可申請において

は、まず、国交省に申請を出して、許可・承認をもらってくださいということを最初に書

いてあります。 

 その次に、登録認定等機関を使って代行申請をすることができますということを紹介さ

せていただいて、誤解がないように関係者にお知らせをしているところです。まだまだ足

りないところは、引き続き、そういうことをやっていきたいと考えております。 

 さらに、これから、今の仕組み、これは、平成27年当時、仕組みがない中で規制が始ま

りまして、それまで、無人ヘリの実績がございましたので、その仕組みを前提にドローン

を追加するという形で実施してきました。 

 ドローンにつきましては、国交省様での審査とか、実績が積み上がってきていますので、

これについては、今後、国交省様に手続の一元化ができないかということで、今、調整を

始めたいと思っておるところでございます。 

○飯田座長 ありがとうございます。 

 では、続けて農林水産省様から、そのほかの論点について、御回答をいただければと思

います。 

○小川大臣官房審議官 ありがとうございます。 

 柳下様からいただきました、事務局のほうで用意された資料、基本的な方向としては評

価をしていただけるということで、さらに御指摘ということで、この希釈倍数等々のお話

をいただきました。 

 皆さんも御存じのとおり、農薬は、どうしても日本の気候条件を考えれば、仕様が必要。

そして、一番大事なことは、安全の確保ということになります。 

 また、農薬は、誰でも使えるのです。もちろん、プロの農家さんもいらっしゃいますし、

そうではない農家の方もいらっしゃいますし、今や一般の方でも農作業をされてつくって

いくということがございます。それで、皆さん、農薬を使用される。 

 そういった使用環境のもとで、どうやって安全を確保していくかということでの使い方

ということで、今、位置づけさせていただいております。 

 例えば、これが一定の許可業種になっていて、そういった技能なり、チェックしたもの

しか使わないというような構造と、また、少し異なってくるのかなということで、私ども

の仕組みをつくらせていただいております。 

 それから、ドローンコンソーシアム様からいただいた部分散布、今で言えば、圃場単位

で多分まいていると思います。 

 さらに、圃場の中でも病気が発生しているところだけとか、そういうことで部分散布と
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いうことで御指摘をいただいて、これは、まさに技術が進歩していって、さらに、また、

そこがわかるようになってという技術が進歩していったときの次の課題として、私どもも

認識しております。 

 それから、井上様からもいただきました、まさに農薬の使用に関して、さらに安全の問

題で、いわゆる連絡調整なりということなのだと思います。まさに、農薬も、ときどきニ

ュースにも出てまいりますね。学校の生徒さんにかかってしまったとか、そういったこと

のないような取り組み、これは、農薬取締法の中では、使用基準省令といった形で、例え

ば、ゴルフ場にまく場合とか、あるいは燻蒸剤を使う場合といったところで、これは、情

報を提供していただいて、周辺に周知徹底を図っていくといったことでの取り組みという

のも別途、農薬の中で行わせていただいているところでございます。非常に重要な指摘だ

と思っております。 

 以上でございます。 

○飯田座長 ありがとうございます。 

 では、続きまして、総務省様から、携帯電話使用のところについて追加の御説明をお願

いします。 

○荻原移動通信課長 御意見をいただきまして、ありがとうございます。 

 私が先ほど申し上げたように、技術的な実証を、今、準備をしているところなのですけ

れども、まず、今年度すぐ実施するということで、できるだけ速やかに制度改正が必要か

どうかも含めた、判断も含めた手続を進めていきたいと考えております。 

 また、その際に、３メートルでいいのか、４メートルでいいのか、あるいは基地局から

どれぐらい離れていればいいのか、やはり、技術的な検証は必要だと思いますので、そこ

はきっちり国際標準も踏まえた形で検証をやっていきたいと考えています。 

 また、電波の新しい利用の仕方を進めていくということは、いろんな方に影響が出てき

ますので、場合によっては、制度を改正するということになれば、あるいは制度的な解釈

を変えるということであれば、パブリックコメント等の手続なども、場合によっては必要

になってくるかもと考えております。 

 以上です。 

○飯田座長 ありがとうございます。 

 では、今度は、国土交通省様から追加の御説明をいただければと思います。 

○髙野航空局安全部長 私ども、特に御指摘をいただいていないと思うので。 

○飯田座長 ただ、ドローン関連ですと、国土交通省様、最終的には、一番規制のかなめ

にもなる部分かと思います。では、後ほどお願いいたします。 

 では、議長代理から何か先にいただけますか。 

○金丸議長代理 先ほどの松岡課長のお話によると、航空法に基づくドローンの安全規制

については、国交省に一元化をしていくということで、そういう方向性で理解をしておら

れて推進をされておられるということなのですけれども、そうすると、それ以外の農水省
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が示している安全確保対策に関する技術指針たるものは廃止ということでいいですか。そ

れが、一元化されて、安全確保対策は、国交省マターになったということが決まれば、私

は、そういう理解でいるのですけれども、それでよろしいでしょうか。 

○松岡植物防疫課長 国交省の手続に一元化したいと考えておりますのは、ドローンの性

能確認ということと、オペレーターの技能認定を一元化していくということで考えており

まして、農薬の安全使用に関しては、農薬取締法を根拠として、引き続き農水省で指導し

ていきます。 

○金丸議長代理 では、農薬の散布以外のところについては、当然、必然性がなくなると

いう理解でいいですか。 

○松岡植物防疫課長 はい。 

○金丸議長代理 それから、小川審議官に質問があるのですけれども、先ほど、ドローン

の使用方法の拡大、農薬がもっとたくさんのものが使えるようにしていただけるという方

向性は、もちろん評価した上で、現場の農業者の方々にかわって、先端技術の情報提供と

いう話があったのですけれども、農水省は、先端技術の情報を収集するという体制は、ど

んな体制ですか。例えば、現場にいらっしゃる、ここに専門委員の農業者の方が出ていら

っしゃいますけれども、その方々がメーカーと直接話をしたりするのと、農水省の体制は

どんな違いがあって先端技術を収集なさっておられるのでしょうか。 

○安岡農産安全管理課長 農薬の担当の農産安全管理課長の安岡でございます。 

 所管外である部分も含まれた御指摘だったと思うのですけれども、基本的に大事なのは、

現場のニーズを踏まえて研究開発をしていくということです。そういう一環で、我々も、

きょうお集まりの法人の皆さん、特に新しい技術とかをよく知っていらっしゃる皆さんと、

いろいろ意見交換をして、まず、技術のニーズを押さえることとしています。 

 それと、今、様々な形で、ドローン等の、我々が従来付き合ってきていないような技術

を持っているメーカーの皆さんとも、これは、今、農業の分野で重要になっているので、

こうした情報を積極的に収集すること等も始めています。 

 我々農薬担当のところでも、農林水産省で行われる、先端技術のマッチングのセミナー

などに参加して、こうした機会によく勉強をして、ドローン業者の皆さんのお話などもこ

うした機会に聞かせていただいています。 

 もう一つは、なかなかドローンのメーカーさんなどにとってみると、農薬の散布性能の

評価等はさすがに専門外だったりするので、こういうサービスなどを準備することも検討

しているところです。 

 一方で、議長代理がおっしゃるとおりで、情報収集して、さっきのような部分散布など

というのも、今まで、我々が常識的には考えられなかったような散布方法なのですけれど

も、そのようなものの可能性などにもきちんと押さえて、対応していきたいと考えており

ます。 

○金丸議長代理 どんな部署に、どんな体制があるのですか。私、まだお会いしたことが
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ないですけれども、それを責めてもしようがないのですけれども、要するに、技術革新が

起きているわけですね。現場のニーズも各地域ごとに、当然だけれども、作物ごとにも違

うでしょう、そんなところに対して、中央集権的に、異次元的に情報収集をしてあげよう

という姿勢はいいと思うのですけれども、スピードで考えたときに、現場のマッチングと

かを考えたときに、ギャップが大きくなり、スピードが遅くなるのではないかと、そうい

う問題指摘なのです。 

 だから、今後この分野に関する規制に関して、国がやるべきことと、現場で任せられる

ことはどんどん任せたほうが、私はいいのではないかと思うので、その切り分けは、ぜひ

ちゃんと考えてほしいと思います。 

 それから、農水協様は、これまでの実績はおありで、無人ヘリとか、有人ヘリの時代か

らあったと思うのですけれども、ここから先のドローンに関しては、農水協様は、今まで

の話をお伺いしている限り本当に適格とは思えないので、農水省は、このドローン分野に

おける、これから新しい技術革新に対応するために、どんな体制でいくべきかは、抜本的

に見直してほしいと思います。 

 以上です。 

○飯田座長 そのほか、御意見があります方は、では、藤田専門委員。 

○藤田専門委員 ありがとうございます。 

 抜本的に農家として思っているのは、完全自動化なのです。それをもとに、どういう規

制緩和ができるかなのです。それも、農家なので農地に限定で、私は全然オーケーなわけ

です。それをもとに革新的な技術を早くということがもとにあれば、部分的なこととかに

関しては、技術はどんどんついていくのではないかなと思っております。 

 以上です。 

○飯田座長 ありがとうございます。 

 では、どうぞ。 

○金丸議長代理 １つ要望があるのですが、具体的に、愛媛県からは32種類、地上散布を

認められている32種類の農薬について、ドローン散布を認めてほしいという要望がありま

すので、この32種類について、今日でなくても後日で結構ですが、検討結果を教えてくだ

さい。 

 以上です。 

○飯田座長 では、大田議長。 

○大田議長 今日は、ありがとうございました。 

 金丸議長代理の質問の確認なのですが、まず、松岡課長が言われた、国土交通省に一元

化していく場合の代行申請について。今、航空法上は代行申請に厳しい要件は課されてい

ませんので、一元化されると、代行申請の担い手はもっと広がっていくと。メーカー、デ

ィーラーを含めて広く認めていくと考えてよろしいですか。 

○松岡植物防疫課長 農業分野は、今、農水協が中心になっていますけれども、国土交通
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省様の仕組みに一元化することによって、代行申請を実施する主体も地域で育ってくるの

ではないかと期待しております。 

○小川大臣官房審議官 済みません、簡単に言うと、その他の１になるということです。

国交省様が認めている、その他大勢の中の１名になるということです。 

○大田議長 もう一点、民間事業者の巻き込み方について、金丸議長代理から質問があり

ましたが、私も、農水協様には本当に恐縮なのですが、同じようなことを感じておりまし

た。無人ヘリと最新型のドローンは、市場が競合いたしますので、農水協様を通じてドロ

ーン振興をするというのは、デジカメの業界団体がスマホの産業振興を図るようなもので

はないかなと。構造的に問題があるのではないかと感じておりましたので、ぜひ、民間事

業者のニーズを酌み取りながらやる仕組み、協議会でも何でも、そういうものをつくって

いただければと思います。 

 それから、質問です。先ほど、小川審議官が言われた残留試験の簡略化について、作物

残留試験で１事例取得するのに1,000万円から2,000万円かかるというので、私も非常に驚

きました。しかも、最終的には５から７事例提出する必要があるので、最低でも5,000万か

ら7,000万円かかると。これでは、試験を受けようというメーカーは、恐らく出てこないで

すし、ドローンで散布できる農薬が拡大するとは、とても思えません。 

 もちろん、農薬は、登録するために、FAMICの審査を受けて、一度登録した内容を変更す

るには、再度の検査が、データを一からとり直さねばならないということはわかっている

のですが、希釈倍数にかかわる変更の場合は、作物残留試験は不要ではないかと思うので

すが、いかがでしょうか。 

○小川大臣官房審議官 ありがとうございます。 

 お金の話なので、まず、残留試験で複数事例が必要だということに関して申し上げます

と、先ほど、農薬の安全性の重要性で申し上げました。自然界で使えますので、気象条件

ですとか、温度ですとか、そういうことによって、残留の程度は変わりますので、どうし

ても複数の症例が要ります。気候の違いとかも反映する必要がございます。 

 先ほど、私、申し上げましたとおり、単位面積当たりの有効成分が一定であるならば、

残留云々ということを申し上げましたとおり、そういう意味で申し上げれば、簡略化とい

うのは、今、議長がおっしゃったように、不要にするということで、そういう意味では同

じでございます。 

○大田議長 ありがとうございます。よろしくお願いします。 

○飯田座長 では、ドローンコンソーシアムの伊東様。 

○伊東事務局長 全般的に、今、話がありましたので、少し全般に話をさせてもらえれば

と思うのですが、農林水産省におけるドローンに関する取組が、全般的に遅いといいます

か、少し立案が遅れているのかなと思っています。 

 どういったところで感じているかといいますと、我々、日本ドローンコンソーシアムは、

ほとんどの国交省様とか、経産省様の委員会、検討会に出させていただいておりますけれ
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ども、そういった中で、一番上の基本方針である、「空の産業革命に向けたロードマップ

2018」というのがあるのですが、ここにおける農水省様のほうのロードマップの情報が、

やや曖昧といいますか、計画が曖昧になっている部分があるのかなと。 

 そういった中で、やはり、きちんと今後に向けた技術開発、また、環境整備に向けた計

画をしっかりつくっていただきたい。このように思っております。 

 そういったことをどういうところで感じるかというと、例えば、先ほどの機体の認定と

か、オペレーターの登録、こういった部分は、他の検討会でも議論をされています。です

ので、国交省様が中心になっているかと思うのですが、そのあたりの議論はどう動いてい

るのか、把握して頂きたい。また、一方で、機体の運行管理がどうあるべきか、運行管理

システムの構築・設計についても、ほかの他省庁の技術開発、環境整備も連携をとりなが

ら、農水省様の中でどうやって取り組んでいくのかというあたりを、きちんと詰めていた

だきたい。 

 また、現場のほうで、かなり困惑している状況を、我々も聞いておりまして、かなり誤

解されています。 

 そういう中で、先ほど技術情報の収集と教育をどうするのかという話もあったと思うの

ですが、そのあたりも、現場への勉強会なのか、シンポジウムかわからないですが、その

あたりの教育とかもきちんとやっていただきたいと思っています。 

 我々もコンソーシアムとして、北は北海道、南は沖縄までございまして、そういった中

で、かなり多くの地域で勉強会とかもやっておりますので、そういうものを含めて、御参

考にいただければと思っているところでございます。 

○飯田座長 では、ちょっと順不同をあわせてではありますが、目標、計画策定の目途に

ついて、議長代理からメンションをいただけますでしょうか。 

○金丸議長代理 これまで農水省の皆様にも、いろいろな御説明をいただいたり、それか

ら、一部進捗が見られるような御説明もあったのですけれども、今のドローンコンソーシ

アム様の御指摘のとおり、本来、農水省の皆様が、この技術革新を積極的に有効活用する

方法論あるいは現場への周知徹底というか、先ほど情報提供という話もありましたので、

各地で有効活用事例なども積極的に推進する立場にあると思うのですけれども、どちらか

というと、そうではない気がしています。国交省様のほうが、比較では申しわけないです

けれども、柔軟的に新しい技術革新に対応しようという姿勢が明らかです。農水省は、ま

だ足りないのではないかと思っています。 

 そういう意味では、ドローンを活用した農業の現場の生産性向上に資するような導入計

画みたいなものをぜひ、農水省として考えていただきたいと思います。 

 例えば、農業ドローンの導入数量とか、説明会の開催回数とか、ドローン用農薬と表示

のある農薬品目数などの目標値なども定めていただいて、ぜひ、農業用ドローンが速やか

に、もちろん安全の確認は必要ですけれども、積極的にリードしていくという覚悟あるい

は姿勢もお示しをいただきたいと思うのですけれども、いかがでしょうか。 
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○飯田座長 では、小川様。 

○小川大臣官房審議官 御指摘いただいたものをよく踏まえて、安全を確保しながらも技

術をとにかく取り入れて積極的な経営に貢献していくということで、何ができるかという

のを検討してまいります。 

○飯田座長 承知しました。 

 では、齋藤専門委員、お願いいたします。 

○齋藤専門委員 私のほうは、今年、国交省の直接申請を受けまして、ドローンで農薬散

布をさせていただきました。 

 農水協様に、ちょっとお聞きしたいのですけれども、何で直接申請をしたかというと、

要は、農水協認証機体だと、自動操縦ができないということが一番でした。自動操縦で非

常に安定した散布ができたということを、この夏にやらせていただきましたので、今、農

水協様のほうの資料には「自動操縦機種については、当協会では性能確認を行っておりま

せん」というコメントがありますけれども、今後、それは、やる方向でいるのか。 

 もう一つ、今、補助者の問題が出ていまして、現実問題は、補助者がないとドリフトの

問題が出るものですから、どうしても位置決めのための補助者、それから、安全飛行上の

補助者というのは要ると思うのです。 

 ただ、カメラをつけた場合、ピンポイントで位置の認識はできると思いますので、その

ためのカメラ搭載というのが、我々現場としてほしいと思っているのですけれども、今後、

そういうふうな設置の機体の認証とかをする予定はあるのでしょうか。 

 以上です。 

○飯田座長 では、農水協様のカメラつきの代行申請について御返答ください。 

○齋藤会長 代行申請ではなくて、要するに、機体のほうの性能ですね。 

 現状、おっしゃるとおり、新しい技術でございますので、積極的に私も自動を含めて取

り入れていくべきだと思っております。 

 というのは、農水省の補助事業で、我々もいろんな場面で自動操縦を使ってやっている

と。今、方向性が示されましたので、農水省のほうから、ドローンについていかがなもの

かということもあるかと思いますけれども、やはり、農林水産省の御指導と国交省の御指

導を受けながら、やれるものはちゃんとやっていきたいと思っております。 

 カメラでしたか、新しい技術はどんどん取り入れるべきではないかと思っております。 

○飯田座長 つまり、現行ですと、直接、国土交通省のほうに申請をするという方法にな

るわけですね。 

 では、続けまして、ナイルワークス様。 

○柳下代表取締役社長 ２点あるのですけれども、１つ目は、農水省様から「国土交通省

の許可・承認に一元化したい」という発言があり、金丸議長代理のほうから「ということ

は、今の技術指針は撤廃という解釈でよろしいのですね」という指摘があったと思います。

私も当然、そもそも技術指導指針に法的根拠がない以上、技術指導指針は撤廃すべきであ
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ると考えています。 

 今の技術指導指針が撤廃されるわけですから、技術指導指針で指定されている、地域協

議会とか、都道府県協議会への事前計画の報告義務とか、そういったものも全てなくなる

と、そういう解釈でよろしいのでしょうか。 

 それと、もう一つ、国土交通省様の10時間に関して、柔軟にしていただけるということ

は大変ありがたいのですけれども、ぜひ、最先端の完全自動飛行が、今、どこまで来てい

るのかというのを、まず、見ていただきたいのです。 

 実は、ここにいるほとんどの方々に、うちは実証実験のたびに御案内を差し上げている

のですが、来ていただいたのは、恐らく農水省の白石課長補佐ぐらいで、ほかは、誰も実

際のセンチメートル精度の完全自動飛行を見ていません。 

 まずは、農業現場に来て、実際に飛んでいるところを見て最先端の技術に触れることか

ら進めていただきたいと思っています。 

○飯田座長 済みません、時間も迫っておりますので、今、挙がっている方、全員、お話、

質問をいただいて、まとめてお答えをいただければと思います。 

 新山委員、どうぞ。 

○新山委員 既に農水省からお答えをいただいているので、いわずもがなの発言になるか

もわかりません。 

 ドローンの性能や技能そのものについては、いいと思うのですけれども、農薬の散布に

つきましては、これは、これまでの地上散布とは異なりますので、散布者が農薬使用につ

いて、きちんとした認識を持って散布されるように指導されるということは、とても重要

なことだと思います。 

 それは、何より消費者は農薬に対するリスク認知、これは、客観的な残留農薬の状態よ

りもはるかに高く、厳しく認知するという特徴がありますし、これまで使用基準が守られ

て、最近、残留がほとんど発見されなくなってきているということで、市場や、農業者が

信頼され、リスク認知についても徐々に沈静化してきているということがあります。 

 もし、事故が起こりますと、日本の農産物自体が危ないという認識も生まれかねません

ので、そこは十分気をつけていただきたいと思います。 

 以上です。 

○飯田座長 ありがとうございます。 

 では、三森専門委員。 

○三森専門委員 ありがとうございます。 

 現場の農業者として、ドローンに関して、どういうふうに進んでいて、何が問題点なの

かというところの整理が必要だと思います。国土交通省を初め、総務省、農水省の今後に

期待される役割と改善点。私たち農業者は、いろいろな勉強をしてどんどんドローンを活

用していこうと思っている次第であるのですけれども、品目別、平地、傾斜を含めての農

薬散布だけではなく、ドローンの使い方に関して、整理整頓をしていただいて、農家にわ
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かりやすく説明をしていただく、そして、さらに農水省の窓口を明確にしていただくこと

が重要と考えますので、よろしくお願いしたいと思っております。 

 以上です。 

○飯田座長 では、まず、初めの柳下様からの国土交通省様への質問、疑問についてお答

えをいただければと思います。 

○髙野航空局安全部長 質問、疑問というか、とりあえず、１回拝見しにということだと

思いますが、実は、我々も機体の認定の仕組みというのは持っていまして、その認定した

機体を使うという申請をいただくと、その部分は審査しないで済むということでやらせて

いただいていまして、機体を認定する場合は、必ず現場に行って、どんなものかというの

を一応拝見することにしています。 

 多分、実験の段階でということもあるので、私ども、実は、月に3,000件ぐらい申請が来

ていまして、それの処理で割と忙しくしている部分もあるので、どれぐらい時間がとれる

かわからないですけれども、そういった最新の技術を勉強することというのは、許認可を

担当する者として非常に大事だと思っていますので、もちろん、現場を拝見するだけでは

なくて、どういう技術で、どういう性能を目指してやって、どこまで来ているのかとか、

そういったお話も伺えると、多分、御相談をさせていただきながら先に進めるのだと思う

ので、ぜひ、よろしくお願いしたいと思います。 

○飯田座長 まさに、現在、月3,000件来ているという状況が、現行の認証方式がかなり困

難なものになっているということの１つのあらわれかと存じます。 

 例えば、現行の認証の方式におきましても、各オペレーターと各機体または機種を結び

つけるというのは、ある意味、クラウンの免許だと、カローラは運転できません、みたい

な話でもありますので、制度のシャープ化といいますか、簡素化、別に規制を緩和する一

辺倒ではなく、合理的なシステムに向けての改革が必要かと思います。 

 また、新山委員、また、三森専門委員より、農水省の方に指摘またはメンションがあっ

たかと思いますので、これは、小川審議官か、松岡課長、どなたでも農水省の方。 

○沖消費・安全局総務課長 技術指針について御質問がございましたので、お答えいたし

ます。 

 技術指針の中には、要素としてドローンの安全性を確認するような機体の性能確認です

とか、あるいはオペレーターの育成ですとか、そういう要素が１つございます。 

 同時に、事故が起こった場合に、どのように、誰に届け出をするかですとか、あるいは

農薬散布をする前に、学校ですとか、病院ですとか、そういうところに届けをするように

というような一般的なルールも定められております。 

 先ほど、伊東様から、そういうところが大事なので、そこはしっかり残してほしいとい

う御意見があったのが、その部分ですけれども、私ども、これから制度の見直しをする際

に、機体の性能確認ですとか、オペレーターの確認ですとか、そういうことについては、

何も我々がやる必要はないのではないかという考え方を持っておりますので、一元化とい
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うことを考えていくのかと思っていますけれども、ちょっと国交省様に御相談に乗ってい

ただくことですけれども、そういう方向を考えていますが、ただ、農薬を安全にまく、あ

るいは周りの方々にどう理解をいただくか、そのための仕組みづくりについては、やはり、

必要ではないかと、実際、農家の方からも、そういうルールがあるからまきやすいと言わ

れていますので、そこは安易にやめることはできないのではないかと思っています。 

○飯田座長 では、あわせて、地域協議会への対応といいますか、ナイルワークス様から

質問があった部分については。 

○松岡植物防疫課長 今、沖課長からも説明しましたけれども、農薬を実際に適正に使用

する、危害防止ですとか、あと、周辺に農薬散布をお知らせするとか、そういった仕組み

の中で、地域協議会は一定の役割がありますので、そこについては、安易にやめるという

ことではなくて、合理的なやり方を農水省として考えていかなければいけないと思ってお

ります。 

○飯田座長 もう一つ、三森専門委員からもあったかと思いますが、さまざまな新しい制

度、新しい機体ですので、ぜひ、規制に関して問い合わせる窓口等の整備や、その広報な

どもお願いしていければと思うのですけれども、そのほか、どうしてもであれば、１つど

うぞ。 

○柳下代表取締役社長 地域協議会だとか、都道府県協議会への事業報告というのは、共

同防除だからこそ必要だったのです。100ヘクタール200ヘクタール規模でその地域を一斉

に防除をする。つまり、一斉に大量の農薬が空中に漂う危険な状態になる。だからこそ、

そういう事前の計画の提出が必要だった。 

 ところが、我々が今これからドローンでつくられる社会というのは、１農家単位で個別

で防除をするわけです。今までも普通にやってきた農作業ですね。個別に農家がブームス

プーヤーや、スピードスプレーヤーや、動噴で防除するのと全く同じのわけです。 

 にもかからず、ドローンで防除作業を行う場合は事前に、地域協議会や都道府県協議会

に届け出をしろというのは、田植えのたびに届け出をしろとか、稲刈りのたびに届け出を

しろとか、それと同じです。農水省は、また、農家の足を引っ張るのかと、私は思います。 

 今、これだけ議論して、まだ、そういう発言をしているようでは、農水省は、むしろな

くなったほうがいい。どこを向いて仕事をしているのだと言いたい。もう一度、考え方を

根本的に改めていただきたいと思います。 

○飯田座長 実際、前回も指摘をいただいた部分があるかと思いますが、地区別協議会へ

の報告がドローンの導入を阻害している。中でも機密保持の観点等から、むしろこういっ

た報告自体も国交省等に一元化していくであるとか、現行の方式というのを、より合理的

にしていく必要があるのではないかと。その合理化の方針といいますか、どのような形で

ドローンの利用促進に資する形に変えていくのかについて、今ですと、答えられる範囲と

いうことになるかと思いますが、御検討、御返答を願えればと思います。 

○沖消費・安全局総務課長 ゼロか100かではなくて、今の指針の中にも大事な部分もあり
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ますし、今、おっしゃったような要素もあると思いますので、一個一個確認をして、皆さ

んの技術拡大にお役に立てるように、かつ安全な農薬散布が実現できるように確認をして

いって、変えていくべきものは変えていきたいと思います。 

○飯田座長 それでは、時間が少々過ぎてしまいましたが、本日は以上といたします。 

 本件に関しましては、本日の議論を踏まえ、航空法、農薬取締法、電波法に基づく規制

の緩和、そして、農業用ドローンの導入に向けた取り組み強化策の実行が求められていま

す。 

 農業の成長産業化に向け、農林ワーキング・グループとして意見を発出するべく、早急

に内容を検討の上、事務局より委員、専門委員の皆様へ意見を送付し、確認をいただきた

いと思います。 

 関係府省の皆様におかれましては、引き続き、協力をよろしくお願いいたします。 

 最後に事務局から。 

○小見川参事官 次回の会議日程につきましては、後日、事務局から調整の上、御連絡申

し上げます。 

○飯田座長 それでは、本日の会議を終了いたします。 

 お忙しいところ、御参集いただき、ありがとうございました。 

 


